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研究成果の概要（和文）：産業連関マテリアルフロー解析を用いて、石油化学製品および木材に起因する炭素の
うち、日本国内の経済活動に伴い製品へ固定されるものについて物質フローの可視化を行った。結果として、石
油化学製品由来630万t、木材由来790万tの炭素が製品として日本国内に流入したことが明らかとなった(2011
年)。この量は、2011年の年間CO2排出量の4.1%を占める。従って、製品中の炭素を長期に渡り有効利用し、廃棄
時におけるCO2としての排出を防ぐことが可能であれば、一定量のCO2排出を回避することが可能であることが示
唆された。

研究成果の概要（英文）：The material flow of "materially retained" carbon derived from basic 
petrochemicals and timber in Japanese economic activities was visualized by the input-output based 
material flow analysis. As a result, we obtained that 6,300 kt and 7,900 kt of carbon were 
introduced to Japanese economy as a part of products in 2011 derived from the basic petrochemicals 
and timber, respectively. This amount of carbon corresponds to 4.1% of annual CO2 emission in 2011. 
It implies that if we use the carbon containing products as long as possible to prevent the carbon 
from emission in the waste treatment stage, we would be able to avoid substantial amount of CO2 
emission.

研究分野： 産業エコロジー

キーワード： 資源循環　低炭素社会　マテリアルフロー解析　産業連関分析
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１．研究開始当初の背景 
 自然界における炭素の循環・吸収、人間活
動に伴う CO2 排出及びその削減貯蔵技術に
注目が集まる一方で、我々が日常生活におい
て固定している炭素は明示されていない。私
たちの生活に欠かすことができない樹脂製
品は化石燃料由来であり、社会基盤金属であ
る鉄鋼にも石炭由来の微量な炭素が含まれ、
さらには我が国の住居の多くは木材で造ら
れている。CO2排出の主因である化石燃料の
内、石油の約 20%が樹脂や繊維といった原料
用途で用いられていることから、燃焼による
年間の CO2排出に加えて、無視できない量の
炭素が年々製品として固定されていること
が予測される。これは、IPCC が掲げる炭素
循環の中で考慮されていない人為的な炭素
の吸収という新たな媒体であると考えるこ
とができる。 
 
２．研究の目的 
 これまで自然界の炭素循環の中では、大
気・海洋・土壌・森林が炭素吸収媒体として
考えられてきた。一方で人間活動における化
石燃料消費の約 20％が製品素材向けであり、
一定量の炭素が社会に吸収・固定されている
ことが考えられる。そこで、本研究課題では、
人間活動も炭素吸収媒体の一つであると考
え、これまで明示されてこなかった人為的な
炭素の固定に着目する。社会に製品として蓄
積している炭素量を社会が持つ将来的な二
酸化炭素(CO2)排出ポテンシャルとして定量
化することで、廃棄物リサイクル戦略やバイ
オマス利用促進等の環境配慮活動が CO2 排
出量及び化石燃料需要に与える影響を評価
するモデルを構築し、将来的な CO2排出削減
への具体的な方策を提案する。 
 
３．研究の方法 
 産業連関マテリアルフロー解析手法であ
る WIO-MFA モデルを用いた。WIO-MFA モデル
は、国内での産業活動を網羅した産業連関表
を基本とし、約 400 部門の製品に対して複数
の分析対象マテリアルの含有組成分析、並び
にそれらの流入経路の遡及分析が可能であ
る。本報告にて固定炭素源として着目する石
油化学基礎製品及び石油化学系芳香族製品
の多様な利用形態の把握において、当モデル
の網羅的な解析は非常に有効である。 
 WIO-MFA モデルでは分析対象の素材 M を設
定し、式(1)を用いて製品 P中の Mの組成
を分析する。 

 (1) 

 
ここで、 及び は歩留まり落ちや非物質
投入を排除した投入係数行列であり、それぞ
れ P の単位生産あたりの M の物量投入、P の
単位生産あたりの中間製品の投入を表して
いる。モデルの詳細に関しては既報 1)に譲る。 

４．研究成果 
 石油化学製品由来 630 万 t、木材由来 790
万 tの炭素が製品として日本国内に流入した
ことが明らかとなった(2011 年)。この量は、
2011 年の年間 CO2 排出量の 4.1%を占める。
石油化学由来の炭素は主に樹脂を介して
様々な製品に広く用いられるが、木材由来の
炭素の多くは建材として建築物に多く用い
られることが分かった。また、図 1に示すよ
うに、炭素は様々な形態で製品中に含まれ、
社会において利用されている。 

 
図 1 In-use 炭素の利用形態(2011 年) 

 
極論としては、製品中の炭素を長期に渡り有
効利用し、廃棄時における CO2 としての排出
を防ぐことが可能であれば、一定量の CO2 排
出を回避することが可能であることが示唆
された。しかしながら、図 1に示すように炭
素は多岐にわたる形態で利用されているこ
とから、個別にリサイクルすることが難しく、
現状の政策や商業的に用いられている技術
だけでは、多くの炭素が散逸していると考え
られる。一方で、炭素を含む廃棄物のリサイ
クル手法は日々研究開発が行われ、一部はラ
イフサイクルアセスメントを用いた技術評
価によりCO2排出削減に寄与すると明らかに
なっている。このような革新的な技術の導入
と、その開発導入を支援する政策が今後の低
炭素社会構築において求められると考えら
れる。 
 また、産業連関マテリアルフロー解析を動
的に拡張した MaTrace モデル 2)を用い、革新
的な技術が導入された際の、炭素利用形態の
変遷の可視化に取り組んだ。最終製品の中で
最も炭素含有量の大きい自動車中のプラス
チックに着目し、結果として廃自動車処理で
発生する破砕残渣(ASR)の高度リサイクルに
よって 2050 年における炭素の残存率が 27倍
にも向上する(現状 0.44%→12%)ことが推計
され、ASR のリサイクル技術の開発導入の重
要性が示唆された。図 2及び図 3にそれぞれ
現状技術と、先進技術の利用おける炭素利用
の変遷を示す。加えて、自動車以外の製品に
おいても、廃プラスチック回収率を挙げるこ
とが、炭素の長期利用に大きく寄与すること
が明らかとなった。 
 



 
図 2 現状の ASR処理技術における炭素利用変
遷 

 
図 3 先進的 ASRリサイクル技術を導入した際
の炭素利用変遷 
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